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この研究は，都市における家族の実態を成人子と親の居住関係という側面から明らかに
することを目的としている．なかでも＜近居＞をテーマとし，現代日本における近居の実態
を意識と事実の両面から実証的に明らかにしようとするものである． 
まず，日本の家族社会学研究において近居の実態が必ずしも把握されてこなかった点を
指摘し，その理由を日本の家族社会学の研究史的特徴から整理している．それは以下の 3点
にまとめられる．1点目は，日本の伝統的家族においては＜同居＞が前提であった点である．
同居をしない子ども・後継ぎ以外の子どもについては研究関心の外側に置かれており，まし
て後継ぎ以外の子どもの居住地は大きな問題ではなかったということができる．2 点目は，
＜場所＞よりも＜関係性＞が重視されていたという点である．欧米の家族研究の影響を受
け，日本においても1970年代はじめにかけて親族関係に関する研究が数多くおこなわれた．
親族関係の非対称性の研究においては解釈のひとつとして近住説も含まれているものの，
主要なテーマとしては交際の内容つまり＜関係性＞が問題とされた．「親あるいは子がどこ
に住んでいるか」，つまり＜場所＞については把握されてこなかったといえる．3 点目は，
＜親＞の影響が評価されにくかった背景があるという点である．1980 年代以降の日本の家
族社会学は，アメリカのフェミニズム研究やジェンダー研究の影響を大きく受けたといえ
る．女性の社会進出，男女の平等，少子化という時代背景もあり，家庭内での女性の性別役
割分業に対する批判が高まった．家族社会学においては，夫の家事参加や育児参加に関する
研究が盛んにおこなわれた．親よりも夫や夫婦関係に関心が向いていたということができ
る．こうした背景があり，日本の家族社会学研究において近居というテーマが抜け落ちてい
たと指摘することができる．したがって，近居の実態を把握できる調査データも非常に少な
く，ましてその経年変化を分析できるデータはほとんどない． 
このように，近居の実態は必ずしも明らかにされてこなかった．本論文における研究の方
法としては，現代日本の家族の近居の実態を，意識と事実の両面からとらえようとしている．
意識の側面については「国民生活に関する世論調査」（内閣府）の公開データを分析してい
る．事実の側面については，関西圏で実施された 4つの調査データ，「関西ニュータウンの
比較調査研究」・「西宮アパート・マンション調査」（いずれも研究代表者：大谷信介），「関
学学生調査」，「西神ニュータウンインタビュー調査」を用いて分析をおこなっている． 
 まず，「国民生活に関する世論調査」を用いた分析では，老後の暮らし方に対する国民の
意識の実態とその変化について明らかにしている．全体的な傾向として，［同居がよい］や
［息子がよい］の減少，［どの子でもよい］の増加といった，居住に関する意識の変化を指
摘することができる．また，ここでの分析において，東北日本型―西南日本型という地域性
が現代社会において，しかも人々の意識面において確認できたことは，特筆すべき知見であ
ったといえる． 
 一方，近居の事実面の実態としては，「関西ニュータウンの比較調査研究」を用いて，住
民の「親の居住地」を空間的に把握することを試みている．この調査では，最寄駅を問う方
法で親の居住地を把握しようと試みた．本論文では地図作成ソフトを使用し，親の居住地の
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データを地図上に投影させた．その結果，ニュータウンごとに親の居住地に空間的特徴がみ
られること，親はニュータウンの周辺地域に居住している割合が高いという実態が明らか
になった． 
 こうした近居がどのように選択されているのかについて，＜居住地選択行動＞という観
点から分析をおこなっている．そこで明らかになった点は，住居を選ぶ際に［実家との距離］
を考慮した度合いが親の居住地の近さに影響しているという実態である．また，［実家との
距離］を考慮していない場合でも，親の居住地には空間的関連がみられた．居住地選択行動
を詳細に分析することによって，［実家との距離］は決して重視されていないわけでも，居
住地選択行動に影響を及ぼしていないわけでもないことを明らかにしている．  
続いて，時代論的・世代論的な観点から分析した結果，近居の実態が変化していることが
明らかとなった．「関西ニュータウンの比較調査研究」では入居年代別の，「西宮アパート・
マンション調査」では年齢別の分析をおこなった．その結果，時代的にも世代的にも近年に
なるほど近居の傾向が強まっているということ，また意識の面においても近居を志向する
ようになっていることが示された．こうした時代的・世代的な変化の背景として，戦後日本
の人口変動とそれにともなう人口移動や都市化の観点から考察している． 
 さらに「関学学生調査」の分析によって，現在の学生の親の世代は，まさに「都市に生ま
れ都市に育った世代」であること，つまり＜都市化＞の時代から次の段階へと移っているこ
とが示された．また，その親（祖父母）は非常に近い範囲に居住していること，育児サポー
トにおいては親（祖父母）が重要なサポート資源となっている一面があることが明らかとな
った．一方，高齢期を迎えた親に対するサポートの実態を把握するために実施した「西神ニ
ュータウンインタビュー調査」では，高齢の親の居住状況や介護の状況を聞き取り，呼び寄
せ同居や呼び寄せ近居などが生じていることを事例的に把握した． 
以上が論文の内容である．本研究の大きな特徴は，親子の居住関係を空間的に把握したこ
とである．親の居住地を地図に投影することで，居住関係の実態を視覚的に表すことができ
た．このように空間的な視点を持つことが，家族関係を把握するうえでも必要であろう． 
 また本研究では，人口変動とそれにともなう人口移動，つまり都市化を家族研究と関連さ
せようとした点が特徴である．これまでの家族社会学においては，都市化といった現象がそ
れほど考慮されてこなかったといえよう．本研究において，人口変動・人口移動・都市化と
いった社会構造の変化が人々の居住実態だけでなく，居住に対する意識にまで影響してい
る可能性を提示したといえる．家族の住まい方や住まい方に対する考え方が変化している
背景には，人々の家族に対する考え方や規範が変わったというだけでなく，こうした社会構
造の変化が大きな要因であったという側面があるといえるだろう．本論文は，家族研究にお
ける人口移動や都市化という視点の必要性を提示し，家族社会学と都市社会学をより融合
させようとするものであった． 
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